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「『人手不足』対策に関する取組事例」ご協力のお願い

平素より格別のご支援ご協力を賜り、心より厚く御礼申し上げます。
さて、我が国では生産年齢人口が今後20年間で1,400万人以上減少することが見込まれるなど、多くの企業において人手不足への対応が喫緊の課題となっております。本会も参画している埼玉県主催の「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」においても、今年度は「人手不足対策分科会」を新たに設置し、産・官・学・金・労が連携し「埼玉の持続可能な物流の確保に向けた共同宣言」の採択や「宅配を1回で受け取ろうキャンペーン」の実施などに取り組んでおります。
こうした中、企業経営委員会では「人手不足」に関する企業の実態を把握するべく、先般、会員の皆様のご協力をいただき「『人手不足』に関する会員アンケート」を実施しましたが、恒常的に人手不足が発生している厳しい状況が改めて窺えました。
※アンケート結果：https://www.saitama-doyukai.jp/survey-results/20241120_shorthanded.pdf
このように人手不足は各社共通の喫緊かつ恒常的な課題です。この課題に対しては会員同士が取組事例等の情報を共有しながら乗り越えていくことが肝要であり、当委員会では今般「『人手不足』対策に関する取組事例」を募集することと致しました。
作成いただきました取組事例は本会HPに掲載するとともに、人手不足に関する厳しい実態を伝えるべく、「『人手不足』に関する会員アンケート」結果とともに埼玉県知事宛てに手交する予定です。
会員の皆様におかれましては、ご多忙のところ恐縮ではありますが、是非ともご協力いただきますよう宜しくお願い致します。

【作成要領】
1． 埼玉経済同友会HPより入力フォームをダウンロードしてください。
https://www.saitama-doyukai.jp/post-4089/
２．人手不足に関する取組事例を記入例を参考に入力してください。
３．メール表題に『報告：〇〇社』と記載し、作成したファイルを添付の上、事務局までメールにて
お送りください。【期限：令和7年1月24日（金）】
※作成いただいた取組事例は本会ＨＰに掲載いたします。匿名希望の場合は別途事務局までお申し出ください。
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